
平成２８年１月１８日 

 

特定非営利法人 ちくしっ子ネットワーク 

理事長 高木 美和 殿 

 

天拝学童 

理事 横田健一 

 

給与規定 13条に基づく特別昇給に係る内規制定に係る理事会からの 

人事管理委員会への提案（案）について 

 

標記の件について下記のように提案致しますので執行部においてご検討頂きますようお

願い致します。 

記 

 

1. 給与規定 13条に基づく特別昇給制度制定の趣旨 

① 専門スキルのアップ 

② 職員のモチベーションアップ 

③ 前歴換算制度※との均衡の確保 

をもって学童保育の質の確保とやりがいのある職場の創出に資する。 

※前歴換算制度とはこれまでの経験を給与に反映させる制度 

 

2. 内規検討の背景と契機 

意欲を持った若手指導員 2名が今般保育士の資格を修得したこと。 

 

3. これまでの職員処遇改善の経過と内規未検討の理由※１ 

前歴換算制度の導入 

平成 25 年 10 月 20 日以前の特定非営利活動法人ちくしっ子ネットワーク正規指導員

給与規程は「俸給表」も記載されておらず、（給与規程としては不備）経験年数を有す

る者の調整（前歴換算）もなされていなかったことから、職員の待遇改善の一環として、

平成 25年 10月 20日に制定されたものである。 

特別昇給制度の導入 

その際、就職後に「放課後児童指導員資格（※講習等により認定する民間資格）等」の

資格を自費にて取得した者（ただし、発令前に取得した者を除く）への処遇反映として

13条（特別昇給）も併せて新設されたが、平成 26年から新子ども子育て法施行に伴う

「学童保育支援員資格」の創設されたこのなどから、人事管理委員会での運用に係る内

協議事項①別紙 



規の検討までには至っていない。 

 

4. 提案の資格 

職種 資格名 昇給の幅 備考 

指導員 ① 放課後児童支援員資格※２ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 保育士※３ 

 

 

 

③ 社会福祉士※４ 

2号給 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

4号給 

 

 

 

4号給 

この資格は 2 年以上当法人に正

職員従事した者であれば誰でも

講習を受け資格が取れることか

ら、当然資格を満たす正規指導員

は資格取得すべき資格であるが、

資格がないものと差別化を図る

ため特別昇給の対象とする。なお

27 年度は任や経験年数を勘案し

て受講者を推薦決定したが「資格

取得後すぐに依願退職」等の事例

があり、向上心のある者を優先的

に受講させる、受講後、一定期間

の法人在籍を確約する等の対策

も必要 

 

放課後児童指導員資格要件の一

つであるが、国家資格であるため

4号給とする。 

 

同上 

 

 

 

事務員 ① ビジネス法務検定 2級※５ 

 

② 行政書士※６ 

 

 

③ 社会保険労務士※７ 

2号給 

 

4号給 

 

 

4号給 

法人運営に当たり必要な法務知

識 

ビジネス法務検定 2 級よりレベ

ルの高い法務全般の国家資格 

ビジネス法務検定 2 級よりレベ

ルの高い労務全般の国家資格 

 

 

 



 

 

※１ 

【平成 25年 10月 20日以前の給与規程の問題点】 

① 給与規程に号給表がなく、規程外別表にて運用されている。 

② 指導員の正規職員として採用時における前歴加算がなく、不公平である。 

   例：前歴があろうが全くの素人であろうが一律 

③ 正規指導員の定期昇給時（4月）に、一年未満の指導員の昇給額ついて運用が

曖昧であった。 

④ 旧制度ではどんなに現在の職務関係する経歴・資格があっても処遇に反映でき

ない。 

【上記問題点の解消のポイントと狙い】 

① １号給を４分割 

旧１号給 ５千円もしくは４千円、３千円を１，２５０円もしくは千円刻みに

して最高号給１６７千円を千円引き上げ１６８千円にする。 

② 勤怠状況による昇給幅の確保 

見直し前は勤怠の状況によって０か１号給（１号給：５千円もしくは４千円、

３千円）である。改正後は勤怠の状況により０から４号給（１号給：１，２５

０円もしくは千円刻み）で運用可となる。 

③ 採用時期（勤務１年未満）による昇給額の不利益の解消について 

旧制度では勤務１年未満は４月に昇給できない。ただ、１０ヶ月、１１ヶ月勤

務者については温情で１号給昇給もあり得るため、不公正な処遇となる。新制

度では勤務歴３ヶ月毎に１号給から３号給まで処遇に反映でき、公正が担保で

きる。 

【特別加算】 

給与規程 13条：勤務に直接関連する資格を取得した者については、人事管理委員

会の定めるところにより特別昇給させることができるものとする。昇給の時期は

資格取得の翌年４月とする。また、２６号給を上回っては支給しない。 

趣旨：資格保持者の処遇の公正の担保と指導員の積極的な資質向上を促すため特

別昇給の制度を設けた。但し、最高号給以上には支給しない。また、資格をいくつ

とっても、有利な方を上限とする。 

 

 

※2放課後児童支援員資格 

これまでは、学童保育の指導員に特別資格は必要なかったが、2015年 4月からは

学童保育に 2人以上の「放課後児童支援員」※を配置することが義務付けられた。 



「放課後児童支援員」とは、2015 年度より新しく創設された学童保育の支援員の

ための専門資格であり正規職員としては資格取得すべき資格である。当該資格は

下記一定の要件のもと都道府県知事が行う研修を修了することで「放課後児童支

援員」の資格を取得できる。 

 

研修受講要件 

① 保育士の資格を持っている者 

② 社会福祉士の資格を持っている者 

③ 高卒以上の学歴を持っている者（もしくは高卒相当と認められる学歴を持って

いる者）で、かつ二年以上児童福祉事業に従事した者 

④ 幼稚園、小学校、中学校、高等学校または中等教育学校の教員資格を持ってい

る者 

⑤ 大学もしくは大学院で、社会福祉学、心理学、教育学、社会学、芸術学、体育

学を専修する学科・研究科、またはこれらに相当する課程を修めて卒業した者

（外国の大学でも可） 

⑥ 大学にて上記の学科で単位を修得したことにより、大学院への入学が認められ

た者 

⑦ 高卒以上の学歴を持っている者で、かつ、二年以上放課後児童健全育成事業に

類似する事業に従事し、市町村長が適当と認めた者 

 

※3保育士 

児童福祉法第 18条の 6に基づき、厚生労働大臣の指定する保育士を養成する学校

その他の施設で所定の課程・科目を履修し卒業するか、保育士試験に合格するかの

いずれかの方法がある。前者の施設は指定保育士養成施設といい、指定された科目

を全て勉強し、保育園と児童福祉施設での校外実習に行って、卒業すると保育士の

資格を取得することができる。後者の保育士試験は、受験資格に短大卒業程度以上

が必要だが、1991年 3月 31日以前に高等学校を卒業した者でも受験資格がある。

これは 1991 年 4 月 1 日以降から受験資格が短大卒業程度以上に引き上げられた

ことによる経過措置で、 高等学校の保育科を卒業した場合 1996 年 3 月 31 日以

前の卒業で受験資格がある。 

 

※4社会福祉士 

福祉系国家資格であり、三福祉士（介護福祉士、精神保健福祉士、社会福祉

士）とされる。社会福祉士及び介護福祉士法を用い、身体上・精神上の障害

があるために日常生活を営むのに支障がある人の福祉に関する相談に対し

て助言や指導、援助を行なう専門職である。 

https://ja.wikipedia.org/wiki/%E5%85%90%E7%AB%A5%E7%A6%8F%E7%A5%89%E6%B3%95
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E6%8C%87%E5%AE%9A%E4%BF%9D%E8%82%B2%E5%A3%AB%E9%A4%8A%E6%88%90%E6%96%BD%E8%A8%AD
https://ja.wikipedia.org/wiki/1991%E5%B9%B4
https://ja.wikipedia.org/wiki/1991%E5%B9%B4
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E9%AB%98%E7%AD%89%E5%AD%A6%E6%A0%A1
https://ja.wikipedia.org/wiki/1991%E5%B9%B4
https://ja.wikipedia.org/wiki/1991%E5%B9%B4
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E7%9F%AD%E6%9C%9F%E5%A4%A7%E5%AD%A6
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E7%9F%AD%E6%9C%9F%E5%A4%A7%E5%AD%A6
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E5%8D%92%E6%A5%AD
https://ja.wikipedia.org/wiki/1996%E5%B9%B4
https://ja.wikipedia.org/wiki/1996%E5%B9%B4
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E5%9B%BD%E5%AE%B6%E8%B3%87%E6%A0%BC
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E4%BB%8B%E8%AD%B7%E7%A6%8F%E7%A5%89%E5%A3%AB
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E7%B2%BE%E7%A5%9E%E4%BF%9D%E5%81%A5%E7%A6%8F%E7%A5%89%E5%A3%AB
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E7%A4%BE%E4%BC%9A%E7%A6%8F%E7%A5%89%E5%A3%AB%E5%8F%8A%E3%81%B3%E4%BB%8B%E8%AD%B7%E7%A6%8F%E7%A5%89%E5%A3%AB%E6%B3%95
https://ja.wikipedia.org/w/index.php?title=%E6%8F%B4%E5%8A%A9%E8%80%85&action=edit&redlink=1
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E5%B0%82%E9%96%80%E8%81%B7


社会福祉士は大学等の指定養成機関で指定の科目を履修し卒業した後に得

られる国家試験受験資格を得て、国家試験を受験して合格した者のみ与え

られる。 

   

  ※5ビジネス法務検定 2級 

東京商工会議所が主催する認定試験。 

法務部門に限らず営業、販売、総務、人事などあらゆる職種で必要とされる法律知

識が習得できる。正しい法律知識は、業務上のリスクを回避し、会社へのダメージ

を未然に防ぐことができる。 

 

  ※6行政書士 

行政書士法に基づく国家資格であり、官公署 に提出する書類および権利義務・事

実証明に関する書類の作成、提出手続きの代理または代行、作成に伴う相談などに

応ずる専門職である。 

 

※7社会保険労務士 

  労働関連法令や社会保障法令に基づく書類等の作成代行等を行い、また企業を経

営して行く上での労務管理や社会保険に関する相談・指導を行う事を職業とする為

の資格、およびそれを職業とする者をいう。 

https://ja.wikipedia.org/wiki/%E8%A1%8C%E6%94%BF%E6%9B%B8%E5%A3%AB%E6%B3%95
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E5%9B%BD%E5%AE%B6%E8%B3%87%E6%A0%BC
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E5%AE%98%E5%85%AC%E7%BD%B2
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E6%B3%95%E5%BE%8B%E9%96%A2%E4%BF%82
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E8%A8%BC%E6%9B%B8
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E8%A8%BC%E6%9B%B8
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E4%BB%A3%E7%90%86
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E8%81%B7%E6%A5%AD
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E8%B3%87%E6%A0%BC

